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オ 米の民間在庫情報 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

  

•  令和 7 年 1 月末の出荷及び販売段階における民間在庫は、対前年同月差▲44 万ト

ンの 230 万トンとなっている。また、流通段階別でみると出荷段階で対前年同月差

▲48 万トンの 180 万トン、販売段階で＋４万トンの 50 万トンとなっている。 
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  【令和 7 年 1 月末民間在庫量のポイント】 

  •  毎月公表している民間在庫量は、①500 トン以上の集荷業者、②4,000 トン以上

の卸売業者が対象。およそ民間の流通在庫全体の 75％をカバー(下記参考参照) 。 

•  令和 7 年 1 月末の民間在庫量は、1 月末在庫としては近年では最も低い水準の

230 万トン。 

•  これについては、令和６年産の生産量（12 月 10 日公表）が 679 万トンと前年

産より 18 万トン多い中で、出荷段階で対前年差▲48 万トン、販売段階で同＋４万

トンとなっていることを踏まえれば、報告対象となっている集荷業者の集荷が前年に

比べ減少していることが主な要因と考えられる。 

※22年以前は、政府備蓄米の運営を回転備蓄方式で実施していたため、政府備蓄米がこの他に主食用米 

 として販売されている。 

※ 在庫率は上記対象事業者の在庫量を全体の需要で割ったもの。  

（参考）毎月公表している民間在庫量の 

    調査対象の範囲 

〇 出荷・販売段階別の 
  民間在庫量 

〇 集荷業者の集荷数量 

※出荷段階は玄米仕入数量が 500 ﾄﾝ以上の集荷業者等 
 販売段階は玄米仕入数量が 4,000 ﾄﾝ以上の卸売業者等 
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【全国段階の民間在庫の推移（うるち米）】 

 

【出荷＋販売段階】 
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【出荷段階】 

【販売段階】 
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カ 主食用米等の需給見通し（米の基本指針(令和７年１月 31 日)） 

 

 

 

 

 

 

  

その他詳細な内容は、下記ＵＲＬ「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」をご覧ください。 

URL:https://www.maff.go.jp/j/seisan/keikaku/beikoku_sisin/index.html 

（１）令和５/６年の需要実績（確定値） 

注１：主食用米等生産量は、令和５年産水稲の収穫量（主食用）（「作物統計」農林水産省大臣官房統計部）である。 

注２：６月末在庫量は、玄米の取扱数量が年間 500 トン以上の届出事業者の在庫量に水稲を作付けした生産者の在庫 

   量推計値を加えたものである。 

注３：ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。 

・ 令和５/６年（令和５年７月から令和６年６月までの１年間）の需要実績（確定値）は、

前年（691 万トン）から 14 万トン増加し、705 万トンとなります。 

・ 令和６年 6 月末民間在庫量は、前年から 44 万トン減少し 153 万トンとなります。 

（参考）民間流通における６月末在庫量等の推移 

https://www.maff.go.jp/j/seisan/keikaku/beikoku_sisin/index.html
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  ・ 令和６/７年及び令和７/８年の需要見通しについて、平成 30 年 11 月の基本指針に 

 おいて採用した下記手法により算出すると、令和６/７年は 674 万トン、令和７/８年は

663 万トンとなります。 

① 平成８/９年から令和５/６年 

 までの１人当たり消費量を算出 

② 令和６/７年及び令和７/８年の 

    １人当たり消費量（推計値）を算出 

③ 令和６/７年及び令和７/８年の１人当たり消費量（推計値）に令和６年及び令和７年の 

 人口（推計値）を乗じて需要見通しを算出 

（２）令和６/７年及び令和７/８年の需要見通し（推計値） 

 【需要見通しの算出方法】 

   ① 平成８/９年から令和５/６年までの需要実績をそれぞれ当該年の人口で除し、各年の１人当たり 

    消費量を算出 

   ② ①で算出した値を用いたトレンド（回帰式）で、令和６/７年（令和６年７月から令和７年６月まで） 

    及び令和７/８年（令和７年７月から令和８年６月まで）の１人当たり消費量（推計値）を算出 

   ③ ②で算出した値に令和６年及び令和７年の人口（推計値）を乗じて算出 

注１：人口（推計値）は、令和６年にあっては「人口推計（総務省、令和６年９月公表）」の総人口（令和６年９月１日現在（概算値）。 

  以下「令和６年９月現在人口」という。）、令和７年にあっては令和６年９月現在人口に「日本の将来推計人口（国立社会保障・ 

  人口問題研究所、令和５年４月公表）」の令和６年 10 月１日から令和７年 10 月 1 日までの総人口（出生中位・死亡中位推計）の減少率 

  を乗じて算出した値。 

注２：図中の需要見通しは、１人当たり消費量（推計値）の実数に、人口（推計値）の実数を乗じて算出した値のため、図中の１人当たり 

  消費量（推計値）（小数点第２位を四捨五入）に人口（推計値）（小数点第１位を四捨五入）を乗じて算出した値とは一致しない。 
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（全銘柄平均）

（３） 令和６/７年及び令和７/８年の需給見通し 

注１：上記の見通しは、国内で生産された主食用米等の需給見通しであり、ＳＢＳ方式による輸入米は含まれない。 

注２：ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。 

令和６/７年及び令和７/８年の主食用米等の需給見通し 

（参考） 主食用米の需要量の推移 （参考）相対取引価格と民間在庫量 

 ・ 令和６/７年の需給見通しについては、需要量を前記で算出した 674 万トンと 

  設定。この結果、令和７年 6 月末民間在庫量は 158 万トンと見通されます。 

 ・ 令和７/８年の需給見通しについては、需要量を前記で算出した 663 万トンと 

  設定。令和７年産主食用米等の生産量の見通しは、令和６年 10 月の基本指針で設

定した 683 万トンとします。この結果、令和８年６月末民間在庫量は 178 万トン

と見通されます。 

（年） 注：相対取引価格は、当該年産の出回りから翌年 10 月まで（令和６年産 

 は６年 10 月の速報値）の通年平均価格であり、運賃、包装代、消費税 

 相当額が含まれている。 

（万トン） 
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キ  令和６年産水稲の収穫量 

令和６年産水稲の作付面積及び収穫量（全国農業地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年産水稲玄米のふるい目幅別重量分布 

  

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注：１ 作付面積（子実用）とは、青刈り面積を含めた水稲全体の作付面積から青刈り面積（飼料用米・WCS 用稲等を含む。）を

除いた面積である。  

２ 10ａ当たり収量、収穫量（子実用）及び収穫量（主食用）は、1.70mm のふるい目幅で選別された玄米の重量である。 

３ 全国及び全国農業地域の収穫量（子実用）及び収穫量（主食用）については、都道府県ごとの積上げ値である。  

４ 主食用作付面積とは、青刈り面積を含めた水稲全体の作付面積から、備蓄米、加工用米、新規需要米等の作付面積を除

いた面積である。 

単位：％ 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注： ふるい目幅別重量分布とは、それぞれのふるい目幅で選別された玄米の重量の割合である。 
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令和６年産水稲玄米のふるい目幅別 10ａ当たり収量 

 

 

 

 

 

 

令和６年産水稲玄米のふるい目幅別収穫量（子実用） 

  

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注： ふるい目幅別の 10ａ当たり収量とは、全国又は全国農業地域別の 10ａ当たり収量にそれぞれのふるい目幅で選別された玄米の

重量の割合を乗じて算出したものである。 

単位：kg 

単位：t 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注： ふるい目幅別の収穫量（子実用）とは、全国又は全国農業地域別の収穫量にそれぞれのふるい目幅で選別された玄米の重量の割

合を乗じて算出したものである。 
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令和６年産水稲における農家等が使用した選別ふるい目幅の分布 
     【令和６年産水稲作況標本（基準）筆農家からの聞取り結果】 

 

 

 

令和６年産水稲の作況標本筆の 10ａ当たり玄米重の分布状況 

 

 

 

  

 

 

全 国 農 業 地 域 計
1.70㎜以上
1.75mm未満

   1.75
      ～1.80

   1.80
      ～1.85

   1.85
      ～1.90

   1.90
      ～2.00

2.00㎜以上

全 国   100.0   0.1   1.2   23.2   38.9   36.0   0.6
北 海 道   100.0   0.2 -   0.8   21.0   75.7   2.3
都 府 県   100.0   0.1   1.3   24.7   40.0   33.4   0.5
東 北   100.0 - -   0.4   16.3   83.2   0.1
北 陸   100.0 - -   1.0   32.6   65.3   1.1
関 東 ・ 東 山   100.0   0.3   3.3   41.2   53.3   1.7   0.2
東 海   100.0   0.3   0.6   23.6   58.1   17.1   0.3
近 畿   100.0   0.1   3.6   41.2   33.4   19.3   2.4
中 国   100.0 -   0.4   7.2   69.0   22.6   0.8
四 国   100.0   0.2   2.5   70.4   26.4   0.5 -
九 州   100.0   0.1   1.0   44.7   44.5   9.7 -
沖 縄   100.0 -   25.0   75.0 - - -

単位：％ 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注： 農家等が使用したふるい目幅の分布とは、水稲作況標本（基準）筆農家が使用したふるい目幅別の農家数割合を示したものである。 

単位：％ 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注：１ 10ａ当たり玄米重は、1.70mm のふるい目幅で選別された玄米の重量である。 

  ２ 沖縄県については、水稲作況標本筆を選定していないことから「…」で示した。 
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(2) とうもろこし及び金の動向（大阪取引所） 

ア 取引価格 

図１-１ 毎日の値動き（とうもろこし）R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-２ 毎日の値動き（金（標準））R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

（円） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の 期 先 限 月 の 清 算 数 値 （ 帳 入 値 ）。  
  ２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  
  ３  価 格 は と う も ろ こ し は １ ト ン 、 金 （ 標 準 ） は １ ｇ 。  

（円） 



46 

 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

12.2 12.9 12.16 12.23 12.30 1.10 1.20 1.27 2.3 2.10 2.18 2.26

とうもろこし（１枚＝50トン）

0

10

20

30

40

50

60

R6.12 R7.1 R7.2

イ 出来高 

図２-１ 毎日の出来高の動き（とうもろこし）R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-２ 毎月の出来高の動き（とうもろこし）R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（枚） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 ま で の 月 間 出 来 高 合 計 。  
２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  

（枚） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の と う も ろ こ し の 毎 日 の 出 来 高 。  
  ２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  
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図２-３ 毎日の出来高の動き（金（標準））R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-４ 毎月の出来高の動き（金（標準））R6.12.2～R7.2.28 
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金標準（１枚＝１㎏）

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の 金 （ 標 準 ） の 毎 日 の 出 来 高 。  
  ２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  

（枚） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 ま で の 金 標 準 の 月 間 出 来 高 合 計 。  
２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  

 

（枚） 
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図３-１ 取組高（とうもろこし）R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 取組高（金（標準））R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（枚） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 ま で の 各 月 末 時 点 で の 取 組 高 合 計 。  
  ２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  
  ３  取 組 高 １ 枚 当 た り の 取 引 単 位 は 、 と う も ろ こ し は 5 0 ト ン 、 金 （ 標 準 ） は １ kｇ 。  

（枚） 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 参考資料 
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(1) 現物市場と先物市場（堂島取引所）との連携について 

現物の受渡しを希望する当業者は、先物市場（堂島取引所）での取引成立後、商品先物取引業

者を通じて堂島取引所が指定する現物市場（みらい米市場）で売買を行うことにより、現物の受

渡しを行うとともに、先物市場での取引を結了させることができる（なお、対応できる商品先物

取引業者については堂島取引所に御照会ください。）。 

 

ア 生産者が現物市場での受渡しを行う場合の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ みらい米市場の概要 

趣旨 ・産地や品種・銘柄だけでない米の品質や付加価値を評価して取引できるマーケ
ットを創出することを目的として開設（R5 年 10 月） 

仕組み ・登録を受けた生産者、集荷業者、卸売業者等が参加者となってオンラインで 
① オークション方式 
② 買い手からのオーダー方式 
で米の売買を実施 

登録要件 ・販売者の登録要件 
①米の生産者、ならびに生産者グループ、協同組合、企業等で、米の生産を行っ
ていることが当社の要求する客観的な資料等で確認できる者 

②業務を安定的に行う体制が整っていること 
③主要食糧の需給および価格の安定に関する法律（以下「食糧法」という。）第
47 条の規定に基づき米穀の出荷または販売の事業を行おうとする者として農林
水産大臣に届出を行い受理された者  
④その他、米の販売事業者として適正であると当社が判断した者  
 
・購買者の登録要件 
①食糧法第 47 条の規定に基づき米穀の出荷または販売の事業を行おうとする者
として農林水産大臣に届出を行い受理された者 
②業務を安定的に行う体制が整っていること  
③年間 10 トン以上の米穀の取扱いがあり、与信等によって信頼性が確認された
者 

④その他、米の購買事業者として適正であると当社が判断した者  
利用料(売り手の
み、買い手無料) 

売買数量が 10 トン未満の場合、売買代金(税込)の１％(税別) 
売買数量が 10 トン以上の場合、売買代金(税込)の 0.5％(税別) 

取引単位 販売者が設定可能（30 ㎏/袋～） 

問合わせ先 電話番号：080-9438-2850 
メールアドレス：support@rice-market.com 
URL：https://rice-market.jp/what-is-rmt 

・取引所は商品先物取引業者からの申出を受け、現物市場における取引を

確認後、AとBの先物市場における取引を決済。 
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(2) 米先物取引に係るこれまでの主な経過 

平成17年12月９日 ・東京穀物商品取引所が米の試験上場を認可申請 

平成17年12月16日 ・関西商品取引所が米の試験上場を認可申請 

平成18年４月12日 ・米の試験上場を不認可 

平成23年３月８日 ・東京穀物商品取引所及び関西商品取引所が米の試験上場を認可申請 

平成23年７月１日 ・米の試験上場を認可 

平成23年８月８日 ・取引開始 

平成24年５月29日 ・東京穀物商品取引所が農産物市場の移管の方針を公表 

平成25年２月を目途に、大豆等を東京工業品取引所に、米穀を関西商品

取引所に移管 

平成24年12月14日 ・関西商品取引所から大阪堂島商品取引所への名称変更を認可（平成25年２

月12日に変更） 

平成25年２月12日 ・国内の３つの商品取引所を２つの商品取引所に再編 

東京穀物商品取引所は２月８日に農産物市場の立会を停止し、平成24年５

月公表の再編方針に基づき、大豆等を東京商品取引所（旧東京工業品取引

所）に、米穀を大阪堂島商品取引所（旧関西商品取引所）に移管 

平成25年７月８日 ・大阪堂島商品取引所が試験上場の２年間の延長を申請 

平成25年８月７日 ・米の試験上場の２年間の延長を認可 

平成26年４月21日 ・大阪堂島商品取引所が東京コメ（平成26年10月限以降）について、受渡供

用品を農産物検査法に基づく検査規格水稲うるち玄米合格品の全てに拡大

するとともに、取引単位を受渡単位と同じ１枚12トンに拡大 

平成27年４月13日 ・大阪堂島商品取引所が大阪コメ（平成27年10月限以降）について、標準品

を石川及び福井コシヒカリから滋賀及び三重コシヒカリに変更 

平成27年４月21日 ・大阪堂島商品取引所が東京コメ（平成27年10月限以降）について、標準品

を茨城、栃木及び千葉コシヒカリから栃木あさひの夢、群馬あさひの夢、埼

玉彩のかがやき、千葉ふさおとめ及び千葉ふさこがねに変更 

平成27年７月21日 ・大阪堂島商品取引所が試験上場の２年間の再延長を申請 

平成27年８月６日 ・米の試験上場の２年間の再延長を認可 

平成28年10月21日 ・大阪堂島商品取引所が標準品に新潟コシヒカリを追加 

平成29年７月11日 ・大阪堂島商品取引所が本上場を申請 

平成29年８月４日 ・大阪堂島商品取引所が本上場の申請を取り下げ、試験上場の２年間の再々

延長を申請 

平成29年８月７日 ・米の試験上場の２年間の再々延長を認可 

平成30年10月15日 ・大阪堂島商品取引所が取引方法を板寄せ方式からザラバ方式に変更 

平成30年10月22日 ・大阪堂島商品取引所が標準品を大阪コメから秋田こまちに変更 

平成31年３月８日 ・大阪コメの取引を終了 

令和元年７月16日 ・大阪堂島商品取引所が本上場を申請 

令和元年７月29日 ・大阪堂島商品取引所が本上場の申請を取り下げ、試験上場の２年間の再々

々延長を申請 

令和元年８月７日 ・米の試験上場の２年間の再々々延長を認可 

令和２年４月21日 ・大阪堂島商品取引所が秋田こまちの取引単位を1.02トンに小口化し、標準

品に宮城ひとめぼれを追加 

令和３年２月19日 ・取引単位が12.24トンの秋田こまちの取引を終了 
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令和３年３月19日 ・会員制組織から株式会社への大阪堂島商品取引所の組織変更を認可（令和

３年４月１日に変更） 

令和３年３月22日 ・大阪堂島商品取引所が標準品に新潟コシヒカリEXWを追加 

令和３年７月16日 ・大阪堂島商品取引所が本上場を申請 

令和３年８月６日 ・米の本上場を不認可 

令和３年８月７日 ・米の試験上場期間の終了 

令和３年８月10日 ・大阪堂島商品取引所から堂島取引所へ名称変更 

令和６年２月21日 ・堂島取引所が米穀指数の本上場を申請 

令和６年６月21日 ・米穀指数の本上場を認可 

令和６年８月13日 ・米穀指数の取引開始 

 



 

【商品先物取引のリスクについて】 

 商品先物取引は、相場の変動幅が小さくても大きな額の利益又は損失が生

ずるハイリスク・ハイリターンの取引であり、また、商品先物市場の価格変動

が予測に反して推移した場合には損失が発生する可能性や預託した取引証拠

金等の全額を上回る損失が発生するおそれがあります。 

 商品先物取引を行う場合には、これらの点を含め、取引の仕組みやリスクに

ついて十分に理解した上で、許可を受けた商品先物取引業者又は登録を受け

た商品先物取引仲介業者を通じて行っていただきますようご注意願います。 

 この他、商品先物取引に関する注意点等については、農林水産省のホームペ

ージなどをご覧ください。 

 

【農林水産省 大臣官房新事業・食品産業部 商品取引グループ HP】 

    https://www.maff.go.jp/j/shokusan/syoutori/index.html 

 

【堂島取引所 HP】 

    http://www.odex.co.jp/index.html 

 

【日本取引所グループ HP（大阪取引所・東京商品取引所）】 

    https://www.jpx.co.jp/index.html 

 

【日本商品先物取引協会 HP】 

    https://www.nisshokyo.or.jp/index.html 

 

 

 

 

 

 

 
【本レポートに関するお問い合わせ先】 

農林水産省大臣官房新事業・食品産業部  

商品取引グループ  

代表：03－3502－8111（内線 4177） 

ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ：03－6744－1860 

[商品取引グループ HP] 


